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［要約］

  　日本において技術革新に対する努力（パソコン所有等）が、高い技術・熟練につなが

り、労働者の限界生産性を上昇させることで、そうでない人に比べて、賃金を上昇させ

ているのではないかということを、教育との関係を踏まえて検証した。

　　我々の推計結果は以下の通りである。教育歴や勤続年数を明示的に考慮しても、（パ

ソコン所有等で代理させた）技術革新への積極的に対応する努力やそれによる高度な技

術の習得が賃金を約 20％上昇させている。受け身的な職場での利用は賃金に有意に影響

しないが、しかし職場で利用し、かつ家庭でもパソコンを所有するという、より積極的

な技術革新への対応は、賃金を約 30％上昇させている。

　　学歴は賃金には有意ではないが、コンピューター所有等の確率を上昇させており、学

校教育は、その人の技術革新に対応する積極的な性向を示すシグナルや適性発見という

側面が強いことを示唆している。
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1. はじめに

　1.1　技術革新と労働者のインセンティブ

　技術革新が経済成長と構造改革の大きな要因であることはつとに指摘されて

いる。技術革新を進めるためには、企業側がそれを採用するだけではなく、技

術を実際に使う労働者側が積極的に対応する必要がある。言うまでもなく、個々

の労働者が技術革新に対応しより新しい高度な技術を身につけない限り、企業

レベルや産業レベルでの革新は進まないからである。

　この時重要な課題は、個々の労働者が技術革新に積極的に対応して生産性を

上昇させた場合には、その成果として賃金が上昇して、その努力が十分に報わ

れていることである。技術革新へ対応し、新たな技術、より高度な技術を身に

つけるために個々の労働者は、金銭的、時間的な人的投資を行う必要がある。

人々がその人的な投資や負担に応じるためには、それに見合うだけの収益が上

がることが必要だからである。

　それではどのような人々がより積極的に技術革新に対応しているのであろう

か。米国の研究はより高学歴の人に対する労働需要が増えており、その賃金が

低学歴層に比べ上昇していることを報告している。このことは同時に高学歴層

が技術革新に対応している可能性を示唆している。その中で高等教育は、人々

が技術革新等新しいものに積極的に対応する性質をもつことを顕示するシグナ

リング機能、あるいはそのような適性を発見するスクリーニングの役割を果た

している可能性がある。能力の開発は学校教育の段階で終了するのではなく、

就職後においても労働生産性を向上する努力は行われる。（新しいものに対応

するという性質を潜在的に持つ）高学歴の人ほどその努力を払い、実際にも技

術革新に対応し賃金を上昇させていることが考えられる。技術革新が個々の労

働者によって支えられる以上、学校教育と技術革新の対応がどのような関係に

あるかを明らかにすることは重要な課題である。

　高学歴層ほど賃金が高いことは、よく知られた事実である。それは学校教育

が個々人の生産性を上昇させている可能性の他に、高学歴者は技術革新により
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対応する人であり、その対応の成果が高賃金として現れている可能性がある。

学校教育の直接的な生産性を上昇させる効果は、積極的な対応をコントロール

した後に、なお学歴が賃金の上昇につながっているかどうかでみることができ

る。学校教育にシグナリング機能があるのならば、学歴をコントロールしたと

き学歴が技術革新への対応に影響を与え、かつその技術革新への対応が賃金の

上昇につながっているであろう。仮に前者が否定されて後者が肯定されれば、

高等教育は人々の能力･適性を示すシグナル、あるいは適性発見の場としての

側面が強いということになる。この検証も教育の役割を考えれば重要な課題で

ある 1。

1.2 先行研究

　技術革新と賃金の関係について、新技術の開発･商品化という意味での技術

革新と賃金、取り分け情報化の中核であるコンピューターやパソコン利用と賃

金の関係が注目されている 2。このことは欧米における熟練労働者や高度技術

労働者を主な対象とする skill-biased technological change という形で検証さ

れてきた（Mincer [1991]、Allen [1996]、Bound and　Johnson [1992]。な

お OECD 諸国における実証として Machin and Van Reenen [1998] 参照）。

　Krueger [1993]、Reilly[1995]、Autor, Katz and Krueger [1998]はコン

ピューター利用が賃金を上昇させるという結果を報告している。特に Haskel

and Heden [1999] は、英国の企業 (establishment)レベルのデータを用い、コ

ン ピ ュ ー タ ー 導 入 が 人 的 資 本 の 内 生 性 を 考 慮 す る と 裁 量 的 に 働 く (non-

manual)熟練労働に対する需要（総人件費に対するそれらの労働者の賃金比

率）を増大させ、マニュアルに従って働く労働者については（熟練、未熟練と

                                                  

1 日本での学歴（高卒と大卒）間の賃金格差は「賃金構造基本統計調査」によ

ると、20～24歳では一度賃金格差が縮小した後、近年また拡大傾向にある（玄

田 [1994]）。

2 欧米の先行研究に関しては石原  [1999]、清水  [1998a]  、清水  [1998b]も参

照。
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も）需要を減少させることを報告している。

　他方で DiNardo and Pischke [1997] はコンピューター利用と賃金の関係

は見せかけのものであるとしている。Chennells and Van Reenen [1997]の技

術革新と賃金の相互関係を考慮したとき高賃金は技術革新の導入につながるが、

新技術の導入は賃金の上昇に結びつかないという英国の事業所(plant)レベル

に関する報告、Troske [1999] の労働者と企業のマッチングデータを利用し

た分析で、企業規模や資本労働比率等をコントロールするとコンピューター利

用は賃金に影響していないという報告がある。このように職場でのコンピュー

ター利用と賃金の関係については一致した見解は得られていない。

　Chennells and Van Reenen[1997]が指摘するように、パソコン利用や技術

革新と賃金が相互に関連する内生変数であるならば、内生性を考慮することは

計量的には好ましい。ただしそこでは British Workplace Industrial Relation

Survey(1984, 1990)を用いているため、分析の対象がブルーカラー等マニュ

アルに従って勤務する労働者(manual workers)に限定されている。加えて事

業所レベルの集計されたデ－タで労働者を熟練、半熟練、未熟練に分けている

ので労働者の質に関するコントロ－ルは必ずしも十分には行われていない。

　Troske[1999] は 労 働 者 個 人 の 属 性 を 調 査 し た Worker-Establishment

Characteristics Database (WECD) と企業サイドの情報である Longitudinal

Research　Database (LRD) を用い労働者や企業の属性をより厳密にコント

ロールしている。ただしそこでは賃金関数を単一方程式で推定しており、また

対象が製造業に限定されているという問題がある。

　パソコン利用や技術革新は、製造現場の労働者  (production workers) の雇

用や賃金にマイナスに影響することもあるが、生産システムや経営組織の変革

な ど を 通 じ て 管 理 職 や エ ン ジ ニ ア 、 専 門 家 等 の 間 接 部 門 の 労 働 者  (non-

production workers)  に対する需要の増大や賃金の上昇に影響することもある

（Doms, Dunne and Troske [1997]  参照）。すなわちパソコン（あるいはそ

れに代理させた技術革新）はある分野では労働と代替的である（いわゆる de-

skill 化の問題については Levy and Murnane [1996] 参照）が、他方では高

度な技術労働力と補完関係となることがある。またより多くの高度な技術者の

存在は技術革新を容易にするので、それと補完的な生産システムや経営システ
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ムの導入を促し、それが高度な技術者に対する需要を拡大しその賃金を上昇さ

せる可能性がある（Acemoglu [1998]、Autor, Katz and Krueger [1998]参照）。

　対象職種を工場のマニュアルに従って働く労働者に限定(Chennells and

Van Reenen[1997])したり、対象産業を製造業に限定(Troske[1999])したの

では、パソコンと広範な労働市場の関係を捉えきれない 3。実際米国や我が国

では製造業の雇用に占める比率は 30%を下回っており、むしろ雇用の約 2/3

は非製造業なのである。

欧米の先行研究は、職場におけるコンピューター利用や技術革新に注目する

ものであり、いわば労働需要側の行動と賃金の関係を分析するものである。労

働者の現在の努力や人的投資に着目するものではない。

　清水･松浦  [1999]  は労働者が家庭でパソコンを所有するという労働供給側

の側面に注目し、コンピューター利用と賃金の相互関係を考慮すると共にコン

ピューターと広範な労働市場の関係をみるために分析対象を民間企業のホワイ

トカラーとして分析している。分析対象をホワイトカラーとすることで、非定

型的･裁量的な業務と定型化･類型化された業務を共に含め、技術革新や資本導

入と高度な労働の補完関係、あるいはパソコンと単純化された労働の代替関係

を同時に分析することが可能となる。これによりパソコンと労働市場の広範な

関係を捉えている。全国消費実態調査  (1994 年) を用い 40-55 歳の階層につ

いてパソコン所有という人的投資と賃金は相互に関連し、パソコン所有は賃金

を上昇させることを報告している。DiNardo and Pischke [1997] のいう見せ

かけの関係であるかどうかを検証するために、情報機器ではあるが娯楽品とし

ての性質の強い TV ゲームの所有と賃金の関係も比較分析し、TV ゲームの所

有は賃金に有意に影響していないことを明らかにしている。ただしデータの制

約上から賃金に影響する可能性のある学歴や勤続年数は取り上げられていない。

また職場での利用との関連も取り上げられていない。

                                                  

3 Troske [1999] 自身も、Reilly [1995] との違いの一部は対象産業を限定した

ことに起因している可能性を示唆している。
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1.3 本論文の目的

　パソコンを自ら家庭で所有するということは、その人の金銭的･時間的負担

において情報処理能力を高めようとするもので、その人の技術革新に対する積

極的な姿勢を示すものである。その点で、職場でのコンピュータ導入･利用が

個々の労働者にとり受け身的なものであるのとは異なる。本稿では、ホワイト

カラーに関しこのような積極的な努力が、（その労働限界生産性の上昇を通じ

て）賃金の上昇となり、その努力が報われているかどうかを実証する。これが

本論文の第一の目的である。勤労者自らの技術革新に対応する努力も、パソコ

ンを家庭で所有するという形の他に、それを頻繁に利用するあるいは仕事のた

めに家庭で利用するという形もある。そこで本稿では家庭における技術革新に

対する多様な形態にも配慮する。

　技術革新へ積極的に対応する指向を持つ人が高等教育を選好しているならば、

高等教育の充実は技術革新に努める層を広げることで、社会の革新と成長に寄

与しうる。この問題を明らかにするために、パソコン所有等により技術革新へ

積極的に対応している人が、どのような属性を持つかを学校教育（最終学歴）

との関係を明示的に考慮し検証する。これが本論文の第二の目的である。

　本稿では、賃金と技術革新への対応の同時決定を考慮して分析を行い、連立

方程式バイアスを除去する。その際、教育の賃金及び技術革新に対応する努力

に与える影響を明示的に考慮し、学校教育をコントロールしてもなおかつ技術

革新に対応する努力が報われているかどうか、あるいは技術革新への対応を考

慮した後も学校教育が賃金を上昇させているかどうかを検証する。これが本論

文の第三の目的である。

　　

先行研究は、労働需要側によって職場に導入されたパソコンの利用に注目す

るものといえる。労働白書  [1997]  はそれが負の収益を生むことを示唆して

いる。Chennells and Van Reenen [1997]や Troske［1999］も懐疑的である。

これらと比較するために、職場でのパソコン利用と賃金の関係についても考察

する。その際、職場で毎日パソコンを利用するという形のみならず、家でもパ

ソコンを所有し利用するという勤労者個人が自ら積極的に努力しているかどう
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かも併せて考察する。パソコン利用と労働の関係が代替、補完の両面の関係に

立ちうること、あるいはパソコンは高度な技術を要する職務（従って高賃金が

支払われる）でも利用されるが、単純化された業務（従って低賃金が支払われ

る）でも職場で毎日利用されることが多いことに配慮するものである。

　以下本論文の概要を述べる。2 節では実証に用いるデ－タとパソコンの普及、

利用状況について概説する。3 節で具体的な実証モデルを導出する。4 節で推

計結果を紹介し、5 節で本論文の簡単なまとめと残された課題について触れる。

２　データとパソコンの所有･利用の概況

　2.1 　データについて

　我々は分析のためのデータとして家庭でのパソコン所有、職場でのパソコン

利用、学歴･勤続年数などを調査した新たなデータ（郵政研究所「所得状況や

情報通信利用状況に関するアンケ－ト」､1999 年 1 月実施。以下「アンケ－ト」

という）の個票を利用する。アンケートは首都圏（1 都 3 県）及び関西圏（2

府 2 県）の 2,300 名（世帯主年齢が 20 歳以上 55 歳以下）を対象に行われた

（回答数 1,721）。

アンケ－トでは世帯主の性別、年齢、学歴、勤務先の産業、企業規模、勤続

年数、職種、税込みの労働所得等の就業に関する質問の他、世帯人員や家族構

成、金融資産負債、持ち家の有無などの家計の属性について調査されている。

さらに家計でのパソコンの所有や利用状況、使用目的、また職場におけるパ

ソコンの導入や利用状況についても質問がなされている。

以上よりアンケ－トでは、賃金関数の分析に必要な変数（税込みの労働所得

の他に性別、年齢、学歴、勤務先の産業、企業規模、勤続年数、職種）を得る

ことができると共に、我々の分析に必要な家庭で技術革新にどのように対応し

努力しているか、さらに職場でのパソコン利用がどのようなものであるかを知

ることができる。

実際の分析に当たっては、税込みの労働所得、学歴等について回答のないも

のやパソコン使用年数と世帯主の年齢に整合性のないもの、また異常値の影響
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を避けるため、世帯主の収入（対数値）が平均より±4 標準偏差を超えるもの

を除いた。この結果用いたサンプルは 1,446 である。

　2.2　パソコンの普及・利用状況

仕事や家庭でコンピューターを利用している（ファミコン等の家庭用ゲーム

機、ワープロ等は除く）人の比率は、16.1%(90 年)から 21.2%(95 年)､27.8%(98

年)に増加している（総理府「科学技術と社会に関する世論調査」1995 年、「将

来の科学技術に関する世論調査」1998 年。以下「世論調査」という）。特にホ

ワイトカラー（管理･専門技術･事務職）では 55.8%(95 年)、69.4%(98 年)が仕

事で利用している 4。

世論調査で注目されるのはコンピューター利用と労働条件に関する人々の評

価である。科学技術の進歩が労働条件を向上させたというのはホワイトカラー

で 95 年調査では 48.5%であった（悪化したは 14.9%）ものが、98 年調査では

向上したは 41.7%（向上していないは 45.9%）となっている。また 95 年調査で

は、コンピューター等の普及で働き口は減るとする人はホワイトカラーの

46.3%であった（そうは思わないは 49.3%）。更に 98 年調査によれば今後とも

コンピュータを利用したくない人はホワイトカラーで 25%、科学技術の進歩に

自分がついていけなくなると思う人は 80%にも達する。

この結果は人々がコンピューターの利用が労働と補完し賃金の上昇や雇用の

増大をもたらす分野がある反面、コンピューターと労働が代替関係にある、あ

るいはコンピューター利用により単純労働化が進む分野があり、そこでは雇用

の減少と賃金の低下が起こることを予見し、技術革新が労働市場の大きな変革

につながると人々考えている。

アンケートによれば、ホワイトカラーの職場でのパソコン導入率は 92.4%で

                                                  

4 全国消費実態調査によれば、家庭でのパソコン普及率は 5.8%(84 年 )、

12.4%(89 年)、16.8%(94 年)と着実に上昇している。職業別でみると(94 年)は、

民間職員 20.9%、公務員 24.8%である。これは 95 年の世論調査による仕事や家

庭での利用率とはかなり乖離した数字である。
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ある。そのうち 57%の人がほぼ毎日使用し、20%の人がたまに使っているとし

ている。これは 98 年の世論調査の仕事での利用率にほぼ対応する値である。

他方で導入されているが全く使っていない人も 15%である。職場での導入はか

なり進んでいるが、仕事での利用形態は分化していることがうかがわれる。

家庭での普及は 56.4%である。首都圏、関西圏と地域を限定しているが、94

年の全国消費実態調査と比べると 5 年間でパソコンの普及はかなり加速してい

る。その利用頻度をみるとほぼ毎日使う人は 15%、たまには使う人は 31.8%で

ある。反面、家庭にはあるが全く使わない人も約 10%に上る。利用目的も主に

仕事という人が 12%、ほぼ同じ位仕事と趣味等に使う人が 15%であるのに対し、

主に趣味等という人も 20%に上る。家庭における利用形態もかなり分かれてい

る。

この職場や家庭における普及状況、利用状況の差は技術革新への対応が積極

的な人と消極的な人に大きく分かれつつあることを示唆している。

３   実証モデル

3.1　実証モデルの考え方

賃金関数と人的投資としてのパソコン所有関数を以下のように考える。

LSINCM＝G(PCI,学歴,賃金に影響するその他の変数）                 1)      

PCI     =F(LSINCM,学歴,パソコンの所有等に影響するその他の変数）  2)     

LSINCM は賃金（具体的には世帯主の年収の対数値）である。PCI はパソ

コンの所有や利用等に関する変数である。

1)式はパソコン所有等が賃金に影響を与えるか否かを見る。パソコン所有等

の形での人々の技術革新に対する積極的な努力が賃金の上昇という形で収益を

上げ、その努力が報われているかどうかどうか分析する 5。ただしパソコン所

                                                  

5 人的投資と収益の関係を厳密に見るためには、パソコンの購入金額の他、パ

ソコンに使用した時間とその機会費用、及び投資収益に当たる賃金上昇額を分

析することが妥当である。しかし機会費用を直接知ることはできないし、クロ
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有は消費として考えることも可能である。これは教育が投資、あるいはシグナ

ルという側面の他に、消費の性格を併せ持つことと共通する。仮に消費という

性格が強ければ、 1）式のパソコン所有で代理させた収益率はゼロかあるいは

他の市場利子率（例 .  預金金利）よりも低いであろう（樋口[1996] p.190 参

照）。逆にこの変数が有意に正（あるいは市場収益率以上）であれば、それは

人々の技術革新に対する努力を示すことになる。技術革新に対する積極的な努

力が報われているという我々の仮説が正しければ、このパソコン所有等に係る

変数は有意に正となることが期待される。

学歴を説明変数に加えて、学歴をコントロールしてもなおかつその努力が報

われるかどうかを検証する。逆に技術革新に対する労働者個人の積極的な努力

をコントロールした後の教育の効果をみることで、教育は人的投資という側面

が強いのか、あるいはシグナルや適性発見という側面が強いのかを検証する。

2)式は、パソコン所有等の個人にとっての費用関数である。パソコン所有等

の形での労働者の技術革新に対する性向をみることになる。教育歴はより高等

教育を受けた人が、そのような性向を持つ人であるか否かを見るものである。

高等教育が積極的に努力する人を輩出しているならば、それは正の効果を持つ

ことが期待される。

実際の分析に当たっては先行研究との比較、パソコンの所有や利用内容が多

岐にわたることから、以下の 5 つのパターンに分けて考察する。

①　（家庭でパソコンを）ほぼ毎日使っている、たまに使っている、あるい

は（家庭にはあるが）全く使っていない、のいずれかに該当する者（これは家

庭でパソコンを所有していることを意味する）。

②　（家庭でパソコンを）ほぼ毎日使っている、たまに使っている、のいず

れかに該当する者（家庭での利用頻度を意味する）。

③家庭での利用目的が、主に仕事（勤務先の仕事、それ以外の仕事）のため

に使っている、仕事のためと趣味･娯楽･家庭のためにほぼ同じくらい使ってい

る，のいずれかに該当する者（家庭での使用目的を意味する）。

                                                                                                                                                    

スセクション分析なので賃金の変化を知ることもできない。その意味で本稿の

分析は、一種の近似である。
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以上は、家庭での所有･利用という労働者個人の積極的な努力に着目するも

のである。次の④、⑤は仕事との関係をより明示的に考慮するものである。

④　（勤め先で）ほぼ毎日使っている、に該当する者である（Krueger[1993]、

Chennells and Van Reenen[1997]等の先行研究にほぼ対応する）。

⑤ （勤め先で）ほぼ毎日使っている者でかつ、（家庭で）ほぼ毎日使ってい

る、あるいはたまに使っているのいずれかに該当する者（職場での必要性と

家庭での努力をみるためのものである）。

労働者個人の積極的な努力を考慮しない④のパターンでは、パソコン利用に

より単純労働化された職務の労働者を含むことになる。したがって④のケース

では 1)式の賃金関数におけるパソコン利用に関する変数の効果は予め定まら

ない（単純労働やマニュアル化された労働の効果が反映していれば負、それが

Van Reenen[1996]のいうイノベーションによるレントの分配に該当するもの

であれば正である。両者が相殺していれば有意な結果は得られないであろう）。

他方⑤のケースでは、賃金を上昇させるための努力を見ることになる。積極

的な労働者個人の対応を含む⑤のケースでは賃金関数におけるパソコンの利用

に関する符号は正が期待される。

賃金関数とパソコン所有等関数に相互に関連があれば 1)式と 2)式は連立し

て推計する必要がある。そこで賃金関数にパソコンの所有の有無等を、またパ

ソコン所有等関数に賃金を明示的に考慮して、同時決定性をみることにする。

3.2　説明変数の取り上げ方

1)式において賃金に影響する変数としては、教育の効果をみるために世帯主

の最終学歴の正規修業年数（大卒であれば 16 年、院卒は 18 年、専門学校卒は

14 年とした）を取り上げる。年齢の効果に線形制約を課さずに一般化するた

めに、年齢とその二乗項も取り上げる。男女間の賃金格差を見るために女性ダ

ミーを、非正規就業の効果を見るためにパートダミーを併せて考慮する。

職場での訓練や年功を考慮するために現在の勤務先での勤続年数を取り上げ

る。また職種の違いをコントロ－ルするために、管理職ダミ－と専門職ダミ－
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を入れる。企業規模間格差を見るために企業規模ダミー 6、産業間賃金格差を

見るために世帯主の勤務先産業ダミーを取り入れる。また、子供の養育が賃金

に影響を与えている可能性があるため、在学生と幼児の合計人数を取り入れる。

2)式でパソコン所有に影響を及ぼす変数としては、教育歴を取り上げる。教

育歴は学校教育が就職後の技術革新への対応や努力にどのような影響を与える

かを見るものである。

一定年齢までは新技術への対応が比較的容易であるが、加齢によりその対応

が徐々に困難になることがあることに配意して、年齢及びその二乗項を考える。

さらに勤続歴のほか管理職ダミー、専門職ダミー、勤務先産業ダミーと企業規

模ダミーも取り上げる。家庭でのパソコン所有目的が子供の娯楽や教育の場合

も有り得るので、それをコントロールするために子供の状態として就学期前、

小中学生、高校生大学生、及び社会人の子供数を取り上げる。

職場での導入の効果をみるために職場におけるパソコン導入の有無を取り上

げる。資産効果による予算制約の問題に配慮して持ち家の有無、金融資産と負

債をあわせて考察する。

ただし職場におけるパソコン利用との関係を分析する④と⑤のケースについ

ては、2)式で職場におけるパソコン導入の有無を除いて推計する。

以上の変数を 1)式、2)式に代入し推計を行う。

推計に当たり、所得や資産にかかる変数は都道府県別物価地域差指数で実質

化してある。

　我々の検証したい仮説を再述すると、以下の通りである。

1　パソコン所有等で代理させる技術革新へ対応する努力、あるいはそれによ

る高い技術・熟練の修得が賃金を高めている（①～③、⑤のパソコン所有等

にかかる係数は正。ただし④のケースについては予め定まらない）。

2 高等教育は積極的に技術革新に対応する努力を払う人を輩出している(パ

ソコン所有等関数の教育にかかる係数は正)。

  さらに学校教育の効果について考えると、シグナルや適性発見という側面

                                                  

6 Troske[1999]は、企業規模（従業員数）をコントロールするとコンピュータ

の導入状況は賃金に影響しないとしている。
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が強い、あるいは学校教育が上昇させている能力は新しい技術への適応力の

みであるならば、1） ’式の教育にかかる係数は 0 である。教育が個人の適応

力以外の生産性を上昇させているならば、その係数は正である。

  また労働者が生産性の上昇による賃金の増加を予想し、そのために努力する

という合理的行動をとっているならば賃金の外生性テストは非有意でかつ賃金

関数におけるパソコン所有等にかかる係数は正である。

主要な変数の記述統計量は表 1 に掲げるとおりである。

＝＝＝表 1＝＝＝

４   計量方法と推計結果

4.1　計量方法

本論文ではパソコン所有等と賃金の相互関係を明示的に考慮するために、質

的変数と連続変数を内生変数とする同時プロビットモデルにより推計する

（Maddala[1983]第 8 章モデル 3, p.244 参照）。

本文の賃金関数 1)’式、パソコン所有関数 2)’式を簡単化のために以下のよう

に書き換える。

111211 uXyy ++= βγ   　　　　　　　3)

222122 uXyy ++= βγ                4)

  y2=1    if  y2
*  >0

  =0   otherwise である（ここでは y2 が 0,1 の変数であり、従ってσ 2
2=1 を仮定し

ている）。y2
*  は観測されない潜在変数であり、パソコンを購入する「欲求・性

向、あるいは能力」を示すものである。

 y1 は連続変数である内生変数、y2 は 0,1 の質的選択を示す二値的変数である

内生変数である。1)式、2)式での LSINCM, PCI に対応する。

このとき誘導型は、

  111 vXy +Π=                         5)

　 222 vXy +Π=                      6)



13

 (v1, v2) ’～N(0, Σ ) 、Σ= 







2
212

12
2

1

σσ
σσ

通常の同時方程式モデルと異なり、内生変数の一つが連続変数ではなく質的

変数であるため、通常の 2 段階推定とは、4）式、6）式においてプロビット推

定することと、漸近分散共分散行列が異なる点に注意しなければならない。

推定方法は以下の通りである。まず誘導型の 3)を最小二乗法で、4)をプロ

ビットで推定する。このプロビット推定により V0 を得る。次に Xy 22
ˆˆ Π= 、

Xy 11
ˆˆ Π= を用いて、構造型をそれぞれ最小二乗推定、プロビット分析し、

),( 111 βγα = 、 ),( 222 βγα = の一致推定量を得る。最後に、 1α 、 2α の漸近共分

散行列を求める。

1α 、 2α の漸近共分散行列は、

　 )ˆ( 1αVar = 1
0

12
1

1 )''(''')''()''( −−− + XHXHXHXXVXHXHXHXHXHc γ    7)

)ˆ( 2αVar = 11
0

1
0

11
0

11
0

11
0 )'()'(')'()'( −−−−−−−−− + GVGGVXXVGGVGdGVG 　      8)

である。ただし

),ˆ(ˆ
12 JH Π= ,　 ),( 111 βγα = ,　 11 XXJ = ,　 ),( 21 JG Π= ,　 ),( 222 βγα = 、

122
2
1 2 σγσ −=c 、 122

2
1

2
2 2 σγσγ −=d

である。

4.2　家庭でのパソコン所有、利用に注目するケ－スの推計結果

家庭におけるパソコンの所有、利用頻度、使用目的の形での情報処理能力を

高め技術革新に対応しようと言う労働者個人の努力に注目した①～③の推計結

果は、表 2 に掲げるとおりである。

賃 金 関 数 に お い て パ ソ コ ン 所 有 等 の 変 数 が 外 生 で あ る と い う 帰 無 仮 説

は,Hausman テストで、①～③のいずれのケースでも 5%水準で棄却されている。

（賃金関数）

賃金関数におけるパソコン所有等の変数はいずれのケ－スにおいても 1%水

準で有意に正である。その値は 0.193～0.204 である。この値は Krueger[1993]、

清水･松浦[1999]の 0.19～0.20 と同水準である。この結果は教育歴や勤続年数
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を明示的に考慮しても、（パソコン所有等で代理させた）技術革新へ積極的に

対応するという努力やそれによる高度な技術の習得が賃金を約 20%上昇させて

おり、技術革新に労働者が積極的に対応する努力が報われていることを示して

いる。その意味で、労働市場には技術革新を支え経済構造改革を進めるメカニ

ズムが機能しているといえよう。さらに学校教育の段階でパソコンに関する訓

練を受けなかったであろう 40-55 歳の階層について①のケースの推計を試み

た（教育歴を含む）。パソコン所有に係る係数は 0.201(3.72)であった 7。ケー

ス①の賃金関数において教育歴を除いた推計を行った。パソコン所有に係る係

数は 0.218(4.72)であり（カッコ内は t 値）、大きく変わるところはなかった。

このことは技術革新へ積極的に対応すること、あるいはそのような性向を持つ

ことが賃金の上昇につながることを示唆している 8。

教育歴に関しては①～③のいずれのケースにおいても、統計的に有意な結果

は得られていない 9。このことは、後述するパソコン所有等関数の推計結果と

あわせると、労働者個人の就職後の努力（パソコン所有等）を考慮したときは、

学校教育は生産性を上昇させ賃金を増加させる側面よりもその人の技術革新に

対応する積極的な性向を示すシグナルや適性発見という側面が強いことを示し

ている。それを通じて間接的に賃金の上昇につながっている可能性がある 10。

                                                  

7 紙幅の関係で推計結果の詳細は省略する。

8 賃金関数のみをOLSで推計する分析も併せて行った。パソコン所有等にかか

る変数は、①～③のケースでいずれも 1%水準で有意であった。しかしその係

数は各々0.074(5.29)、0.088(5.67)、0.080(5.71)である（カッコ内は t値）。連

立方程式による推計値を大きく下回っている。このことはパソコン所有等の内

生性を無視した場合、パソコン所有等の変数に下方バイアスがかかることを示

している。

9 教育年数に替えて大卒、高卒等のダミー変数による推計も行ったが、結果は

変わるところはなかった。

10 賃金関数をOLSで推計すると、教育年数は①～③のケースで0.023(6.12)、

0.023(6.68)、0.022(6.41)であり、1%水準で有意に正であった。この結果も連

立方程式バイアスが存在することを示唆している。
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勤続年数は 1%水準で有意に正である。管理職ダミーはいずれのケースも 1%

水準で有意に正で、その値は 0.17～0.12 となっている。これに対し専門職ダ

ミ－は②のケ－スを除き有意な結果は得られていない。

企業規模は従業員 1000 人以上について 1%水準で有意に正となっており、い

わゆる企業規模間格差がうかがわれる。また産業ダミーについては金融･保険

が有意に正である反面、製造業は有意に負であり、産業間格差がうかがわれる。

  （パソコン所有等関数）

パソコン所有等関数において賃金はいずれのケースでも統計的に有意な結果

は得られていない 11。他方でいずれのケースにおいても教育年数は 1%水準で有

意に正である。マージナル効果は 0.047～0.057 であり、教育年数が 1 年増加

するとパソコン所有等の確率は 5～6%上昇する。高学歴の人ほど技術革新に対

応しようとする姿が見られる。高等教育は技術革新に積極的に対応しようと努

める人を輩出させていることをうかがわせる。いわば高等教育は、積極的に技

術革新に対応するような性質を持つ人を集めるととに、新たなものに取り組む

必要性を認識させる効果を持つことを示唆している。パソコン所有等が賃金を

約 20%上昇させていることからすれば、教育の効果は大きいといえよう。

職場でのパソコン導入はいずれのケースでも 1%水準で有意に正であり、職場

での導入が家庭におけるパソコン所有を促していることがうかがわれる。

　　＝＝＝表 2＝＝＝

4.3　職場での利用に注目するケースの推計結果

職場での利用に注目する④、⑤のケースでも賃金関数でパソコン利用等に係

る変数が外生であるという帰無仮説は Hausman テストで 5%水準で棄却される。

                                                  

11 ただし資産に関する変数も非有意であり、多重共線関係の問題に留意する

必要があるかもしれない。
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（職場で毎日利用するケース）

毎日職場で利用するケース（ケース④）では、賃金関数において当該変数は

符号は正であるものの、統計的には有意ではない。これは Chennells and Van

Reenen[1997]や Troske [1999]と同様の結果である。また教育年数も統計的に

有意ではない。努力も教育も成果を生まないという極端なケースとなっている

この結果には二つの要因が働いた可能性が考えられる。一つは職場での毎日

のパソコン利用が高度な技術や熟練を要する業務でも使われるが、その他にも

かつては高度な技術･熟練を必要としたが今日ではパソコンの浸透により単純

化された業務も含むことである。両者の効果が打ち消しあったこである。もう

一つの要因は、職場でのパソコン利用は労働者個人にとっては受け身的な要素

を含むもであり、この変数では積極的な労働者個人の努力あるいは技術革新へ

積極的に対応するという性向を捉えていないことである。

（職場での利用と家庭での利用を交差するケ－ス）

家庭で毎日使うあるいはたまには使うという労働者個人の努力と交差した形

での分析を試みる（ケース⑤）。この交差項は 5%水準で有意に正であり、かつ

その値は 0.335 とかなり大きなものとなっている。他方で教育年数については

統計的に有意な結果は得られていない。職場での利用は、個々の労働者にとっ

ては企業側から与えられた受け身的な行為である。それに加えて労働者個人の

努力を明示的に考慮すると、それは約 34%の賃金の上昇をもたらすことが改め

て示された 1213。

更にパソコン所有等関数で管理職･専門職ダミーが共に正となっている。管

理職･専門職は不定形の業務を進め裁量の幅も大きく技術革新への対応の必要

                                                  

12 40-55歳の階層について推計した結果、パソコン利用等に係る係数は

0.320(2.96)であった。

13 ④、⑤のケースについても賃金関数をOLSで推計した。パソコンの利用等

に係る変数は各々0.115(7.67)、0.099(6.63)であり（カッコ内は t値）、1%水

準で有意であった。また教育年数は0.019(5.61)、0.021(6.10)であり､1%水準

で有意であった。この結果も連立方程式バイアスの存在を示唆している。
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性も高く、パソコンの導入による経営組織の変革の影響を受けることも大きい

であろう。そのことを反映していると見られる。教育年数は 1%水準で有意に

正であり、そのマージナル効果は 0.07 と、家庭での利用･所有に比べても更に

大きくなっている。高等教育は、積極的に技術革新に対応するような性質を持

つ人を集めるととに、新たなものに取り組む必要性を認識させる効果を持つこ

とを示している。

Chennells and Van Reenen[1997]は連立方程式で推計しているものの、製造

現 場 で の マ ニ ュ ア ル に 従 い 働 く 労 働 者 に 分 析 範 囲 を 限 定 し て い た 。 ま た

Troske[1999]は対象を製造業に限定して OLS で推計していた。いずれも労働者

個人の努力は考慮されていなかった。これに対し我々は、労働者個人の努力を

明示的に考慮した上で、業種を限定せずにかつホワイトカラーという管理職や

専門職という不定形の業務を裁量の余地を持って働く非製造現場の労働者も含

めて分析の対象とした。その上で連立方程式による推計を行った。この違いが

我々と Chennells and Van Reenen[1997]、Troske[1999]との差をもたらした

と考えられる。

　＝＝＝表 3＝＝＝

　５　おわりに

近年パソコンは急激に職場に普及し、情報技術革新の中核となっている。ホ

ワイトカラ－の職場では約 90%で導入されている。しかし家庭での保有や利用

状況はかなり分化している。それだけに家庭でパソコンを所有する、仕事にも

使う等の勤労者は、技術革新へ積極的な対応に努める者の特性を反映している

と言えよう。この様な技術革新に対応すべく努力している人の賃金が上昇して

いれば、社会全体でも技術革新が進み、それは構造改革にもつながるであろう。

我々の推計結果は、そのことを裏付けるものであった。また高等教育は技術革

新に積極的な性向を持つ人を輩出していた。そのような性向を持つ人が高等教

育を受ける、あるいは適性を発見しているといえよう。

我々は家庭でのパソコン所有･利用に注目したが、これは労働者個人の自己
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負担による off-the-job-training である。パソコンによる情報処理能力を高

めることは、企業特殊的な能力を高める側面もあるが、労働市場一般で通用す

る能力を高める側面も強い。その情報処理能力を高め技術革新に対応する努力

は、個々人の賃金を高める私的効果を持つが、そのような人々が増大すること

は社会全体の構造改革と経済成長をもたらす点で外部効果を持つ。他方で世論

調査では、約 80%のホワイトカラーが科学技術の進歩についていけないことを

危惧していた。技術革新へ対応する人の増加による効果を考えれば、技術革新

に対応できないという危惧を取り除き、情報処理能力等を高めるための訓練･

教育の場（off-the-job-training）を、職業訓練学校等の形で提供拡充するこ

とが政策的にも望ましいといえよう。また労働者個人の私的な努力による能力

開発に対する助成制度の拡充も望ましい。

より高等教育を受けた人ほど技術革新に対応するべく努力する性質が強いと

いうことは、高等教育段階において技術革新への対応の必要性の認識を深める

教育とそのための基礎的能力の向上に、一層努めることが求められるものとい

えよう。それにより技術革新に積極的に対応する階層を広げることで、長期的

な経済成長と構造改革に高等教育が寄与しうるであろう。
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表1：記述統計量

Variable Mean Std. Dev. Min Max
LSINCM 6.492 0.369 5.03 8.00
age1 40.349 7.248 24 55
dage1 16.806 5.953 5.76 30.3
josei 0.009 0.094 0 1
part 0.003 0.059 0 1
gaku 14.497 2.140 9 18
wkyr 15.515 8.844 0 39
kanri 0.355 0.479 0 1
senmon 0.271 0.445 0 1
mfi 0.313 0.464 0 1
lfi 0.089 0.284 0 1
xlfi 0.421 0.494 0 1
manufa 0.273 0.446 0 1
finsu 0.067 0.250 0 1
pcwp 0.919 0.273 0 1
childn 1.674 0.868 0 5
yojid 0.456 0.498 0 1
shochud 0.478 0.500 0 1
koudaid 0.199 0.400 0 1
ochildd 0.070 0.255 0 1
mochi 0.665 0.472 0 1
LSVNG 5.802 1.860 0 9.36
LDFCT 3.902 3.398 0 9.58
pc 0.563 0.496 0 1
pcfw 0.269 0.444 0 1
pche 0.468 0.499 0 1
every 0.572 0.495 0 1
epche 0.359 0.480 0 1
N 1446

LSINCM 世帯主の勤め先からの収入総額（税込み）の対数値
pc　　　 ケース①家庭でパソコンを所有する者
pcfw　 ケース②　（家庭でパソコンを）ほぼ毎日使っている、たまに使っている、のいずれかに該当する者
pche 　ケース③家庭でのパソコン利用目的が、主に仕事（勤務先の仕事、それ以外の仕事）、
　　　　　　又は仕事のためと趣味･娯楽･家庭のためにほぼ同じ位のいずれかに該当する者。
every ケース④　（勤め先で）ほぼ毎日使っている、に該当する者。
epche ケース⑤ （勤め先で）ほぼ毎日使っている者でかつ、
　　　　　　（家庭で）ほぼ毎日使っている、又はたまに使っているのいずれかに該当する者
age1---世帯主の年齢　dage1---世帯主の年齢の二乗項/100。
josei---世帯主が女性ダミー 。part---世帯主がパート勤務ダミー。
gaku---世帯主の教育年数。wkyr---世帯主の勤続年数。
kanri---管理職ダミー。senmon---専門職ダミー。専門職、管理職以外が既定値。
mfi---世帯主の勤務先企業規模(30人～499人）　lfi---同(500人～999人）
xlfi---　同(1000人以上）ダミー変数。1人～29人が既定値。
manufa---世帯主の勤務先産業（製造業）　finsu---同（金融保険業）
製造業と金融保険業以外の産業が既定値。
childn---在学生及び幼児の数　youjid---就学期前の子供の有無　shochud---小中学生の有無　
koudaid---高校生大学生、専修学校生、各種学校等の学生の有無 ochildd---社会人の子供の有無
pcwp---職場にパソコンが導入されているダミー変数。
mochii---持ち家ダミー。 LDFCT---粗金融負債（対数値） LSVNG---粗金融資産（対数値）。



表２：家庭でのパソコン使用状況

ケース①： ケース②： ケース③：
家にある 家で仕事に使用 家で毎日またはたまに使用

Variable LSINCM PC LSINCM pcfw LSINCM pche
dF/dx dF/dx dF/dx

age1 0.055 *** 0.045 0.018 0.009 0.259 *** 0.081 0.038 *** 0.098 0.039
(3.78) (0.67) (0.49) (3.34) (2.66) (1.46)

dage1 -0.054 *** -0.042 -0.017 0.008 -0.333 *** -0.104 -0.026 -0.150 * -0.060
(-3.07) (-0.54) (0.33) (-3.68) (-1.50) (-1.90)

josei -0.268 ** -0.280 ** -0.248 **

(-2.56) (-2.56) (-2.41)
part -0.559 *** -0.507 *** -0.552 ***

(-3.23) (-2.70) (-3.23)
gaku 0.002 0.122 *** 0.048 -0.003 0.149 *** 0.047 -0.003 0.144 *** 0.057

(0.21) (4.88) (-0.29) (5.19) (-0.34) (5.69)
wkyr 0.009 *** -0.008 -0.003 0.005 *** 0.009 0.003 0.007 *** -0.001 0.000

(5.71) (-1.06) (3.46) (1.03) (4.90) (-0.10)
kanri 0.171 *** 0.117 0.046 0.123 *** 0.368 ** 0.119 0.145 *** 0.220 0.087

(7.02) (0.73) (4.09) (2.10) (5.80) (1.38)
senmon 0.032 0.248 ** 0.096 0.048 * 0.174 0.056 0.023 0.289 *** 0.115

'(1.2) (2.38) '(1.83) (1.50) (0.89) (2.76)
mfi 0.041 -0.037 -0.015 0.026 0.018 0.006 0.020 0.030 0.012

(1.45) (-0.34) (0.88) (0.14) (0.71) (0.27)
lfi 0.096 ** 0.154 0.060 0.105 ** 0.091 0.029 0.083 ** 0.182 0.072

(2.36) (0.88) (2.54) (0.47) (2.07) (1.03)
xlfi 0.138 *** 0.278 0.109 0.182 *** 0.047 0.015 0.136 *** 0.239 0.095

(4.13) (1.59) (5.78) (0.24) (4.24) (1.35)
manufa -0.065 *** 0.056 0.022 -0.062 *** 0.054 0.017 -0.063 *** 0.054 0.022

(-2.90) (0.62) (-2.77) (0.56) (-2.95) (0.60)
finsu 0.134 *** 0.220 0.085 0.152 *** 0.137 0.045 0.143 *** 0.156 0.062

(3.32) (1.16) (3.88) (0.69) (3.74) (0.84)
pcwp 0.561 *** 0.220 0.742 *** 0.179 0.756 *** 0.271

(3.45) (3.38) (4.30)
childn 0.014 0.025 *** 0.019 *

(1.24) (2.07) (1.68)
yojid -0.095 -0.037 -0.115 -0.036 -0.147 -0.058

(-1.06) (-1.19) (-1.63)
shochud -0.066 -0.026 -0.052 -0.016 -0.050 -0.020

(-0.75) (-0.55) (-0.56)
koudaid 0.344 *** 0.132 0.149 0.048 0.278 ** 0.111

(3.07) (1.26) (2.49)
ochildd 0.143 0.055 0.362 ** 0.125 0.137 0.055

(0.83) (2.05) (0.81)
mochi 0.145 0.057 0.050 0.016 0.128 0.051

(1.60) (0.50) (1.40)
LSVNG 0.030 0.012 0.018 0.006 0.039 0.015

(1.14) (0.62) (1.46)
LDFCT 0.000 0.000 0.008 0.003 0.001 0.001

(-0.02) (0.63) (0.11)
pc 0.204 ***

(4.24)
pcfw 0.196 ***

(3.62)
pche 0.193 ***

(4.74)
LSINCM -0.366 -0.144 -0.368 -0.115 -0.236 -0.094

(-0.48) (-0.44) (-0.31)
_cons 4.846 *** -1.234 5.891 *** -6.507 5.191 *** -3.383

(16.26) (-0.34) (11.93) (-1.60) (16.40) (-0.93)

外生性テスト 132.4 *** 23.4 *** 72.9 ***

ワルド検定 1,165,908 *** 1,044,986 *** 1,239,717 ***

年齢最少・最大 50.3 大 52.6 大 -61.6 小 38.9 大 72.7 大 32.7 大

尤度比検定 156 *** 135 *** 179 ***

対数尤度 -913 -774 -910.53
カッコ内はｔ値とする。***は1%水準、**は5%水準、*は10%水準で有意である。

年齢の最小最大は、数値の右が”大”の場合はその数値は最大値、”小”の場合は最小値である。

N=1446



表３：職場での使用状況と賃金

ケース④： ケース⑤：
職場で毎日使用 職場で毎日かつ家で毎日またはたまに

Variable LSINCM every LSINCM epche
dF/dx dF/dx

age1 0.043 *** 0.137 * 0.053 0.010 0.182 ** 0.066
(3.57) (1.93) (0.39) (2.53)

dage1 -0.033 ** -0.170 ** -0.066 0.011 -0.242 *** -0.088
(-2.21) (-2.05) (0.31) (-2.84)

josei -0.341 *** -0.264 *

(-3.40) (-1.76)
part -0.469 *** -0.755 ***

(-3.58) (-2.95)
gaku 0.012 0.207 *** 0.081 -0.033 0.194 *** 0.071

(1.18) (7.58) (-1.33) (7.15)
wkyr 0.007 *** 0.003 0.001 0.009 *** -0.002 -0.001

(6.48) (0.44) (3.77) (-0.21)
kanri 0.158 *** 0.523 *** 0.199 0.064 0.461 *** 0.170

(5.98) (3.15) (1.07) (2.90)
senmon 0.061 *** 0.289 ** 0.111 -0.027 0.355 *** 0.133

(2.84) (2.59) (-0.50) (3.24)
mfi 0.024 0.402 *** 0.153 -0.027 0.261 ** 0.096

(0.86) (3.42) (-0.51) (2.09)
lfi 0.092 ** 0.758 *** 0.260 -0.042 0.634 *** 0.245

(2.09) (3.96) (-0.45) (3.33)
xlfi 0.131 ** 1.130 *** 0.411 0.005 0.715 *** 0.261

(2.41) (5.78) (0.05) (3.74)
manufa -0.063 *** 0.195 ** 0.075 -0.106 *** 0.149 0.055

(-3.01) (2.05) (-2.69) (1.64)
finsu 0.162 *** 0.262 0.099 0.118 ** 0.252 0.095

(5.38) (1.31) (2.06) (1.36)
childn 0.011 0.029

(1.31) (1.63)
yojid -0.085 -0.033 -0.149 -0.054

(-0.88) (-1.58)
shochud 0.150 0.059 -0.030 -0.011

(1.59) (-0.32)
koudaid 0.000 0.000 0.103 0.038

(0.00) (0.88)
ochildd 0.173 0.066 0.290 0.110

(0.98) (1.62)
mochi -0.042 -0.016 0.074 0.026

(-0.43) (0.77)
LSVNG 0.067 ** 0.026 0.049 * 0.018

(2.39) (1.79)
LDFCT -0.013 -0.005 -0.004 -0.001

(-0.98) (-0.31)
every 0.079

(1.47)
epche 0.335 **

(2.49)
LSINCM -1.052 -0.411 -0.676 -0.243

(-1.36) (-0.94)
_cons 4.848 *** -0.035 6.356 *** -3.150

(14.07) (-0.01) (7.33) (-0.88)
外生性テスト 11.0 *** 205.9 ***

ワルド検定 2,096,114 *** 550,811 ***

年齢の最小最大 65.1 大 40.2 大 -49.3 小 37.6 大

尤度比検定 321 *** 226 ***

対数尤度 -827 -830.9
カッコ内はｔ値とする。***は1%水準、**は5%水準、*は10%水準で有意である。

年齢の最小最大は、数値の右が”大”の場合はその数値は最大値、”小”の場合は最小値である。

N=1446
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